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1.2.国際動向

2010年後半に、気候変動や防災・減災の分野において国連（UN）と国連防災
機関（UNDRR）がほぼ同時期に以下を公表した。

・UN:仙台防災枠組2015-2030 2015年3月 [文献4]

・UN:持続可能な開発目標（SDGs） 2015年9月［文献3]

・UNDRR:都市の災害レジリエンススコアカード 2017年5月 [文献6]

著者らは、特に[文献6]の付録3B（pp.116)のSDGｓと仙台防災枠組みの相関図
に着目した（次ページスライド参照）。

1.はじめに
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1.3.研究目的と仮定 （つづき）

《先行研究》
（仮定）レジリエントな都市に重要な資質の検討 [文献7および文献6]

Rockefeller[文献7]の定義するレジリエントな都市に重要な資質7つは、
Table１（次ページスライド）のように、資質群3つに簡略化することが
可能であると、著者らは仮定した

(期待される効能）
→UNDRR[文献6]のサステナブル評価指標118項とリンクさせることにより、
自己評価を通じて組織の長所と短所に関する理解が促進される

1.はじめに
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1.3.研究目的と仮定 （つづき）

1.はじめに

資質 ［7］

Inclusive

Integrated

Flexible

Robust

Reflective

Redundunt

Resourceful

Reference［7］https:://rockefellersfoundation.org/report/city-resilience-framework/ pp.5

 資質の分類

・Systems include well-conceived, constructed, and managed physical assets［7］
・Strong and not likely to fail or become weak [O］
・Systems accepting of the inherent and ever-increasing uncertainty and change ［7］
・Thinking deeply about things [O］
・Spare capacity created within systems so that they can accommodate disruption［7］
・Not needed or useful [O］
・The qualities can be rapidly enforced in different ways to achieve their goals［7］
・Good at finding ways of doing things and solving problems [O］

重要な資質の説明； ロックフェラー財団の文献 [7]
；オックスフォード上級学習者辞書 [O］

Table 1. レジリエントな都市に重要な資質

                   [O］ Oxford Advanced Learners Dictionary (9th Edition)

連携力→

環境適応力

次世代対応力

→

→

・Inclusion:  the need for the broad consultation and engagement of communities ［7］
・Including a wide range of people,things,ideas,etc. [O］

・Integration between city systems promotes consistency in decision making［7］
・In which many different parts are closely connected and work successfully together [O］
・Systems can change, evolve, and adapt in response to changing circumstances［7］
・Able to suit new conditions or situations [O］
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UNDRR 環境 次世代 A市 B市 C市 D市
指標No.          評価領域 連携力 適応力 対応力

Table4.自治体の防災部門による自己評価スコア結果 （その１）

 

1-1 防災管理計画策定時のリスク考慮 ○  ○ 3 5 5 4 

1-2 計画策定段階における協議 ○   4 4 - 3 

1-3 防災計画の見直し ○  ○ 4 3 5 3 

1-4 災害発生時の指針 ○   - 4 5 3 

1-5 民間組織を含む防災活動による貢献 ○   - 5 5 2 

2-1 ハザードリスク認知 ○ ○  - 4 5 3 

2-2 ハザードマップ ○ ○  3 4 5 4 

3-1 防災運営予算   ○ - 1 - 5 

3-2 災害復旧臨時予算   ○ 5 5 5 3 

4-1 人口流出リスク  ○  - 1 - 5 

4-2 災害時の雇用リスク  ○ ○ - 1 - 5 

4-3 災害時の事業生産への影響  ○ ○ - 1 - 3 

4-4 災害時の農業被害リスク  ○ ○ - 1 - 3 

4-5 災害リスクと建築基準 ○  ○ 3 1 4 3 

4-6 土地利用計画 ○ ○  - 1 - 4 
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Fig.1 自治体の防災部門による自己評価結果

強み：次世代対応力
弱点：連携力未回答

の分野あり

強み：次世代対応力
弱点：環境適応力の

分野が未回答

強み：連携力および
次世代対応力

弱点：環境適応力の
分野に少し未
回答あり

強み：指標評価回答
に前向き

弱点：ハイスコアが
少ない
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2.2.住民の防災意識調査

自治体の防災担当者の自己評価に加え、住民を対象に防災意識調査を実施

調査依頼先：京都市、高山市

UNDRR[文献6]の各章10項目から抽出した調査表（Table3.）⇒ 住民アンケート

【調査事項】防災に対する意識と準備についての質問
回答者の属性調査も合わせて実施

【狙い】
自治体の防災担当者と住民の双方にアンケート調査を行うことで、現状の防
災計画の問題点を洗い出し、防災において取り組むべき課題をより明確にする
ことが可能ではないかと推量

1.研究方法
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3.2.住民の防災意識調査の結果 (Ａ市の調査結果より）
《結果分析1》

Fig.2は質問3（災害時の財政支援制度）に関する回答者の年齢別スコア を示す
回答者属性の分析を行ったところ、特に、30代、次いで40代、29歳以下が、
災害時の財政支援制度についての認識が低い（スコア1，2）。

３．研究結果

Fig. 2. 質問3のアンケート結果を年齢別に分析
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3.2.住民の防災意識調査の結果 (Ａ市の調査結果 つづき）
《結果分析2》

Fig.3は質問2（災害時の財政支援制度）に関する回答者の30代についての
子供の有無および子供の年齢による回答の差異を確認した。
子供の有無や年齢別の差には重要な差異が認められなかった。

３．研究結果

Fig. 3. 30代回答者の質問3のアンケート結果を子供の有無と年齢別に整理
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4.2. 住民の防災意識調査結果に関する考察

本研究は、限られた期間の中でA市とC市が自発的協力による調査を行ったことも
あり、調査回収率は低くなった。

私たちは、今後の継続調査研究において、より多くのデータを収集し、統計的に
評価を完了するよう努力する。

住民意識調査の回答傾向
・自治体の防災対策や避難経路・避難場所の認知度が高い。
・一方で、災害時の自治体の財政支援や防災に関する自然環境の保全など、防災
活動に間接的に関わる項目の認知度が低い。

４．考察
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本研究では、防災担当者が「サステナブル自己評価指標」試案を用いて、4つの

自治体を対象に、自治体の持続可能なまちづくり・運営に必要な資質を明らかにす
る調査を実施した。
また、2つの地域住民を対象に、住民の防災意識調査を別々に実施し、防災情報
に対する住民の認識と備えを明らかにした。

以下のような肯定的な結果が得られた。

１）本研究で策定した「サステナブル自己評価指標」を用いて、レジリエントな都
市に重要な資質群の観点から自己評価を行うことで、評価指標のどの領域に改
善すべき課題があるかを明らかにすることが可能である。

２）住民への防災意識に関するアンケートでは、属性のデータを詳細に抽出するこ
とにより、各地域でどの分野が弱いのかを検証することが可能となる。また、
その結果を防災計画に具体的に反映することも可能である。

更に、自治体と住民の双方で調査を行うことで、ステークホルダー間の円滑な連
携を図ることができ、この手法によって地域防災のレジリエンス強化にも活用可
能となると考える。

５．結語
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「サステナブル自己評価指標」を最終決定するために、以下の課題を優先的に是正
することが必要である。

(1) 「サステナブル自己評価指標」を更に充実させ、各自治体の様々な実務課
題を把握・評価できるように検討

(2) 警察署、消防署、電力・情報通信・交通などのインフラ企業、病院などの
医療機関、小売・物流事業者、学校・教育機関、NPO、共済・互助の連携
体制など、防災に関わるあらゆる機関との連携について、追加評価を提案
する検討

(3) 標本数の拡大の方策については、地方自治体や関係機関と事前に調査期間を
十分に調整して進める

以上3点の課題を検討するため、本研究の対象範囲を拡大し、より多くの自治体を
対象に調査を行いたい。

５．結語 （つづき）
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